
県内５９市町村へアンケートを実施

Ｑ：専門職員の配置は必要か？
Ａ：専門職員の配置は、県全体の約７２％が必要と回答

Ｑ：専門職員に期待する業務は？
Ａ：「被害状況の把握」「技術的支援」「被害防止計画の立案」の順に期待されている
各市町村の担当者は、専門性の高い業務の実施が難しい状況

Ｑ：専門職員を配置しない理由は？
Ａ：「財政的に困難」と「人材の確保が困難」が約８０％を占めている

県内の多くの市町村が専門職員を必要と
考えている！！

鳥獣被害対策専門員に関する調査結果 （福島県：平成２８年度）



県と市町村の連携

※ 福島県環境保全農業課資料



鳥獣被害対策市町村専門職員の配置状況

令和２年度野生鳥獣による農作物被害金額
県内合計 約１億９，８３９万円

配置済市町村
県事業活用市町村

会津：約8,224万円 中通り：約1億1,166万円浜通り：約449万円

鳥獣被害対策市町村専門職員とは？
→ 野生鳥獣に関する専門的な知識を有し、市町村等に
おいて鳥獣被害対策の中心的な役割を担う職員

市町村専門職員を中心とした効果的な農作物被害防止体制の構築

＜地方別内訳＞

地域 市町村名 人数

県北 福島市 １名

県中 田村市 2名

白河市 １名

矢祭町 １名

喜多方市 ２名

磐梯町 １名

北塩原村 １名

西会津町 １名

柳津町 １名

只見町 １名

南会津町 １名

相双 浪江町 ２名

１５名

※県事業活用による人数

県南

会津

合計

南会津

※ 福島県環境保全農業課資料



会津北部地域鳥獣害防止広域対策協議会 ☆近隣市町村との連携

専門員１名
地域おこし協力隊１名

専門員
１名

正職員１名
町会計年度任用職員１名

地域おこし協力隊
２名

正職員１名
地域おこし協力隊２名

町会計年度任用職員１名
地域おこし協力隊１名





国・県

市町村

民間

企業等

地域
住民

鳥獣被害防止総合対策交付金
多面的機能支払交付金など
市町村への助言・指導

財政的な支援

密な連携

信頼

住民ニーズの的確な把握
鳥獣出没への迅速な対応
対策や捕獲の実施

専門職員の配置

技術的な支援

対策・捕獲資材の紹介、指導
生息状況調査や被害調査
行政への専門的な助言・指導
地域住民への助言

助言・指導

助言・指導

市町村の役割

事業受委託



ご清聴ありがとう
ございました
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